
2025.4.23㊌10：00～12：00
進　絵美（株式会社進スタジオ）

ケアマネ　介護と障がい

ケアマネジャーのための
障がい福祉サービス＆相談支援事業の基礎知識

～知って納得！苦手意識を克服しよう～



Profile 進　絵美
（すすむ　えみ）
S54.2.15　４６歳

株式会社進スタジオ
　　　　　　代表取締役

ケアマネジャーを紡ぐ会　会長

・介護福祉士
・主任介護支援専門員
・相談支援専門員（現任）
・終活ガイド（上級）
・SDGｓアドバイザー
・キャリアコンサルタント
・ワークサポートケアマネ
・産業ケアマネ



ケアマネジャーを紡ぐ会

お約束：また明日からがんばろう('◇')ゞ

ケアマネジャーが、
ケアマネジャーたりうる為に、

私たちの言葉や想いを紡ぎます。



ケアマネジャーを紡ぐ会

ケアマネジャーよ世界に飛び出せ！
9割が知らない「産業ケアマネ」で生きる道

紡ぐ本part②

表紙迷走中・・・



ケアマネ　介護と障がい

本日のゴール
障がい支援への苦手意識を克服しよう('◇')ゞ

介護保険と障がい福祉サービスとの関係性を知る



ケアマネ　介護と障がい

学習レベル　5段階

レベル１：無意識無能（知らないしできない）
レベル２：有意識無能（知っているができない）
レベル３：有意識有能（意識すればできる）
レベル４：無意識有能（無意識にできる）
レベル５：意識有能／無意識有能（人に教えることができる）



ケアマネ　介護と障がい

就労支援A型　2事業所立ち上げ
サービス管理責任者

介護支援専門員
相談支援専門員

居宅介護支援事業所
相談支援事業所　立ち上げ

2023年独立
2024年　居宅介護支援事業所

2025年　相談支援事業所（予定）



ケアマネ　介護と障がい

ー目次ー
現状を知ろう
介護保険法と障害者総合支援法
介護保険サービスと障がい福祉サービス
要介護認定と障がい区分認定
介護保険料と障がい福祉サービス利用料
介護支援専門員と相談支援専門員
介護保険と障がい福祉サービスの併用



ケアマネ　介護と障がい

身体障害者（身体障害児を含む）423万人
 知的障害者（知的障害児を含む）126万8千人

 精神障害者614万８千人

国民のおよそ9.3％が何らかの障がいを有している

総数　約1,164万人
現状を知ろう！

https://media.shaho.co.jp/n/n7004b83b9f89　社会保険研究所



ケアマネ　介護と障がい

総数　約1,164万人
現状を知ろう！

約半数が65歳以上
ケアマネも。。。

https://media.shaho.co.jp/n/n7004b83b9f89　社会保険研究所

障がい者支援は当たり前



ケアマネ　介護と障がい

市町村が設置し、地域の相談支援の拠点として障がいのある方や、そのご家族からの
障がいに関する総合的な相談に応じ、自立した生活を送れるように必要な援助や情報
提供を行っている

基幹相談支援センター

基幹相談支援センター - 岐阜県公式ホームページ（障害福祉課）

【対象者】
身体障がい者(児)・知的障がい者(児)・精神障がい者(児)・一定範囲の
難病患者をはじめとするすべての障がい者（児）及びその家族

岐阜県内の基幹相談支援センターの窓口一覧　＊別紙PDFあり＊



項目 介護保険法
障害者総合支援法

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）

目的

この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起
因する疾病等により要介護状態となり、入浴、排
せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療
養上の管理その他の医療を要する者等について、
これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応
じ自立した日常生活を営むことができるよう、必
要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給
付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介
護保険制度を設け、その行う保険給付等に関して
必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上
及び福祉の増進を図ることを目的とする。

この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にの
っとり、身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）、知的障害者福
祉法（昭和三十五年法律第三十七号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律（昭和二十五年法律第百二十三号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十
四号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害
児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活
を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事
業その他の支援を総合的に行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図ると
ともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮ら
すことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。

ケアマネ　介護と障がい

介護保険と障害者総合支援法との違い



ケアマネ　介護と障がい

介護保険サービス

サービス一覧／サービス紹介　WAM NET



ケアマネ　介護と障がい

大阪市：障がい福祉サービスの種類と内容（平成30年4月1日以降） （…>障害者総合支援法とは>障害者総合支援法）

障がい福祉
サービス



項目 介護保険法
障害者総合支援法

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）

介護の必要性の指標
要介護認定

要支援1.2、要介護1～5
障がい支援区分

区分1～6

ケアマネ　介護と障がい

要介護認定と障がい区分認定



ケアマネ　介護と障がい

要介護認定と障がい区分認定



ケアマネ　介護と障がい

要介護認定と障がい区分認定







項目 介護保険法

障害者総合支援法
（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律）

利用者負担

※応益負担
（サービス量に応じた負担）
原則１割負担
（一定以上所得者は２割又は３割）
利用者負担が高額になった場合、世
帯の課税状況に基づいた上限額を超
えた分について、申請により「高額
介護サービス費」として支給

※応能負担（支払い能力に応じた負担）
原則１割負担（世帯の課税状況に基づき、事前
に負担上限額を決定）
介護保険サービス等を併給している場合や、同
一世帯に障がい福祉サービス等を利用している
方が複数いる場合に、世帯の課税状況に基づい
た上限額を超えた分について、「高額障がい福
祉サービス等給付費」として支給

ケアマネ　介護と障がい

介護保険料と障がい福祉サービス利用料



ケアマネ　介護と障がい

★障害者福祉の財源★

市町村、都道府県、国庫の負担
障がい福祉サービス

「税金を財源としたサービス」

大阪市資料



項目 介護保険法
障害者総合支援法

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）

サービスの支給限度

要介護状態区分別に支給限度額を設定

利用者等の意向を踏まえ、支給決定基準を踏まえて市
区町村がサービスの種類・支給量を決定

ケアマネ　介護と障がい

介護保険料と障がい福祉サービス利用料



ケアマネ　介護と障がい

介護保険料と障がい福祉サービス利用料



項目 介護保険法
障害者総合支援法

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）

サービス
利用計画の立案

地域包括支援センター、指定介
護支援事業所の介護支援専門員
（ケアマネジャー）

特定相談支援事業所の相談支援専門員、ま
たは本人・家族によるセルフプラン

ケアマネ　介護と障がい

介護支援専門員と相談支援専門員



ケアマネ　介護と障がい

介護支援専門員と相談支援専門員

計画相談支援の相談支援専門員は、
居宅介護支援の介護支援専門員（ケアマネジャー）
と同様の役割の方々といえます。

似てます(｀・ω・´)ゞ



ケアマネ　介護と障がい



ケアマネ　介護と障がい



ケアマネ　介護と障がい

令和6年度　大阪市集団指導



ケアマネ　介護と障がい

令和6年度　大阪市集団指導



ケアマネ　介護と障がい

令和6年度　大阪市集団指導



ケアマネ　介護と障がい

令和6年度　大阪市集団指導

取扱件数

計画相談支援の対象障害者等の数の前6月の平均値を
相談支援専門員数の前6月の平均値で除して得た数



ケアマネ　介護と障がい

大阪市HP



ケアマネ　介護と障がい

大阪市HP



ケアマネ　介護と障がい

大阪市HP



ケアマネ　介護と障がい



基本報酬

特定事業所加算

（機能強化型）
サービス利用
支援費

ケアマネ　介護と障がい

R3.4月以降



ケアマネ　介護と障がい

大阪市HP



ケアマネ　介護と障がい

介護支援専門員と相談支援専門員
○ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成にあたっては、対象者の日常生活全般 を支援
する観点から、介護保険サービス以外の保健医療サービスや福祉サービス、 地域の住民によ
る自発的な活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計 画上に位置付けるよう努め
なければならないとされています。 
○ 介護保険のサービスと障がい福祉サービスを併用して利用する場合は、居宅サー ビス計画
または介護予防サービス計画（ケアプラン）において、対象者が必要とす る障がい福祉サー
ビスについても位置付ける必要があります。
 ○ 対象者が、障がい福祉サービス固有のものと認められる支援の利用を希望する場合等、介
護支援専門員として居宅サービス計画等に位置づけて作成することが困 難である場合等にお
いては、居宅介護支援と計画相談支援を同時に利用すること も可能です。



ケアマネ　介護と障がい

介護保険と障がい福祉サービスの併用

原則
介護保険が優先される

（他の法令による給付等との調整）
第7条 自立支援給付は、当該障害の状態につき、介護保険法（平成9年法律第123号）の規定による介護給付、健康保険
法（大正11年法律第70号）の規定による療養の給付その他の法令に基づく給付又は事業であって政令で定めるものの
うち自立支援給付に相当するものを受け、又は利用することができるときは政令で定める限度において、当該政令で定
める給付又は事業以外の給付であって国又は地方公共団体の負担において自立支援給付に相当するものが行われたとき
はその限度において、行わない。



ケアマネ　介護と障がい

介護保険と障がい福祉サービスの併用



「みなし2号」の方

40歳以上65歳未満の特定疾病者で、
要支援1以上の認定を受けており、かつ生活保護受給者

障がい福祉サービス優先('◇')ゞ

ケアマネ　介護と障がい



ケアマネ　介護と障がい



１ 自立支援給付
 １）介護給付
 ①居宅介護 
 ②重度訪問介護 
 ③同行援護 
 ④行動援護 
 ⑤生活介護
 ⑥ショートステイ 
 ⑦施設入所

１ 介護保険サービス
 １）介護給付
 ①訪問介護 
 
 
 
 ⑤通所介護
 ⑥ショートステイ 
 ⑦施設入所

ケアマネ　介護と障がい

介護保険と障がい福祉サービスの併用



ケアマネ　介護と障がい

介護保険と障がい福祉サービスの併用
１ 自立支援給付
 ２）訓練等給付
 ①自立訓練 
 ②就労支援
 ③グループホーム
 ４）補装具
２ 地域生活支援事業（市町村単独事業）
 ①移動支援（ガイド） 
 ②意思疎通支援 
 ③日常生活用具の給付 等

１ 介護保険サービス
 ２）訓練等給付

 
 

 ４）補装具
 福祉用具
２ 地域支援事業（市町村単独事業）
 
 

 

③日常生活用具の給付 等



ケアマネ　介護と障がい

介護保険と障がい福祉サービスの併用
●居宅介護（ヘルパー）の支給項目

１ 身体介護
２ 家事援助
３ 通院介助
 （身体介護を伴う/伴わない）
４ 通院等乗降介助



ケアマネ　介護と障がい

みんなで考えよう(‘◇’)ゞ　①

４５歳、男性
障害者手帳保持（区分４）
要介護３
生活保護ではない



ケアマネ　介護と障がい

みんなで考えよう(‘◇’)ゞ　②

６０歳、女性
障害者手帳保持（区分３）
要介護１
生活保護受給



ケアマネ　介護と障がい

みんなで考えよう(‘◇’)ゞ　③

６５歳、男性
障害者手帳保持（区分２）
要介護認定 未申請
生活保護でない



ケアマネ　介護と障がい

介護保険と障がい福祉サービスの併用

「介護保険を利用することになっ て急に利用者負担が増える」

「使い慣れた障がい福祉サービス事業所を利用できなくなる」

「サービス量が下がる」



ケアマネ　介護と障がい



ケアマネ　介護と障がい

★介護保険優先原則について、あたかも介護保険のみの利用
に制限されるという誤解を利用者に与えることのないように
する必要がある 

★介護保険サービスに相当するものがない障がい福祉サービ
ス固有のものと認められるサービス、介護保険サービスだけ
では十分な支援が受けられ ない場合は、障がい福祉サービス
の利用ができる旨の案内が必要

介護保険と障がい福祉サービスの併用



ケアマネ　介護と障がい

みんなで考えよう(‘◇’)ゞ　

64歳男性単身 障害年金受給中 
障がい支援区分３
頭部外傷にて左片麻痺を患ったが、自宅で支援を
受けながら一人暮らしができている 
 身体障がい者手帳（1種２級）所得
 障がい支援区分 区分３
 介護保険認定申請中：要介護３相当

Aさん　64歳　12月1日に65歳

＊参考事例＊



ケアマネ　介護と障がい

●身体障がい者手帳（1種２級）所得
 
①左上肢の全廃（1級）
②左下肢の著しい障害（3級）
③体幹の著しい機能障害（2級）

＊参考事例＊



ケアマネ　介護と障がい

障がい福祉サービス支給量
＊参考事例＊



ケアマネ　介護と障がい

プラン作成のヒント
●現状の同様サービス種別の移行

●ニーズ充足のために利用できる
　　　　　　サービス種別を広く考えてみましょ。
（小規模多機能、定期巡回、訪問看護、リハビリ、短期入所等）

＊参考事例＊



ケアマネ　介護と障がい

併用の考え方

●原則は介護保険優先
●介護保険優先の考え方の適応外
 ①介護保険に必要なサービスがない場合 
 ②必要なサービスが介護保険だけでは不足する場合 
 ③介護認定がサービス給付対象にならない場合 （非該当など）

＊参考事例＊



ケアマネ　介護と障がい

時間がある限りお答えしようと思います



Thank You!
株式会社進スタジオ
ケアマネジャー
産業ケアマネ
ワークサポートケアマネジャー
キャリアコンサルタント
進　絵美（すすむ　えみ）

＃主役は誰だ🄬

株式会社進スタジオ

ケアマネ　介護と障がい

お気軽にご相談ください♡


